


















































































合　計 検察官送致 保護処分 特別少年院 中等少年院 医療少年院 保護観察
殺　　　　人 23 10（43．5％）13（56．5％） 1 7 3 2
傷害致死 9251（55．4％）41（44．6％） 3 33 0 5
強盗致死 22 14（63．6％）8（36．4％） 5 3 0 0
危険運転致死 15 14（93．3％）1（6．7％） 0 1 0 0



























































































































裁定合議 検察官関与 国選付添人 特別更新 異議申立て うち取消








傷　害　致　死 36 業務上過失致死 2 強　盗　致　傷 1
殺　　　　　人 6 恐　　　　　　喝 2 道路交通法違反 1
強　盗　致　死 6 現住建造物等放火 1 迷惑防止条例違反 1
窃　　　　　盗 3 建造物等以外放火 1 ぐ　　　　　　犯 1
強　姦　致　傷 2 強制わいせつ 1 保護i処分取消
?
殺　人　未　遂 2 逮　捕　監　禁 1










































強　　　　姦 14 強　盗　致　死 4 監　禁　致　死 1
傷　害　致　死 12 殺　人　未　遂 3 保護処分取消 1
強　盗　致　傷 5 強　　　　　　盗 1
殺　　　　　人 4 現住建造物等放火 1 合　　　　計 46
（注）　数字はいずれも平成13年4月1日から平成15年3月31日までに家庭裁判所において終局決定が
　　あった人員である。罪名は送致罪名による。
検察官関与決定のあった事件
（現代刑事法2003年6月号29～30頁より転載）
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のほか，死刑又は無期若しくは短期2年以上の懲役若しくは野営に当たる罪の事件の場合で
あって，家庭裁判所が非行事実を認定するための審判の手続に検察官が関与する必要があると
認めるときということになっている（22条の二第1項）。罪種でいえば，傷害致死，殺人，強
盗，強姦，放火という凶悪犯罪といわれるものが該当するが，過失致死や殺人未遂は含まな
い（22）。
　平成13年4月1日から平成15年3月31日までに検察官関与決定があったのは46人についてで
あり，その内訳は資料3のとおりである。46人中14人が強姦で全体の29％，次いで傷害致死の
12人（26％），強盗5人（11％），殺人と強盗致死がともに4人（9％）の順となっている。検
察官関与決定で特長的なのが，強姦について多くなっていることだが，その理由として，罪質
の悪質性に加えて事実認定が他の罪種に比べ困難であることに由来しているからと理解すべき
なのかも知れない。
　いずれにせよ，検察官関与決定がなされるのは裁判官の裁量によるが，その裁量の根拠とな
るのが少年法22条の瓢箪1項にいう「検察官が関与する必要があると認めるとき」であり，実
務上はこの解釈をめぐって激しい対立があるところとなっている。そもそも，検察官関与の必
要性を耳あていた裁判所側の言い分として，「少年が非行事実を激しく争う事案」，「少年側か
らの視点及び少年側からとは異なる視点の双方から，幅広く証拠を収集し，これらの証拠に
様々な角度から吟味を加える必要性」（23）が強調され，それらを解決する必要性からの改正で
あった経緯から考えて，同項でいう「必要性がある場合」とは，そう多くあるとは考えにく
い。資料3で明らかなように，改正少年法が施行されてわずか2年ではあるが，その間に46件
の検察官関与決定がなされている。この46件中の「必要性がある場合」の中味についての詳細
は不明だが，他の調査によると，非行事実の認定をめぐり，激しい争いがあったことから検察
官関与決定の必要性が認められたものの内訳は，非行事実を全部否認したケース，一部を否認
したケースのほかに事実認定で争いをしていない（否認していない）ケースについてのものも
あったとの報告がなされている（24）。
　検察官関与については，家裁の側にその必要性の判断を委ねているわけで，検察官の側から
自身の関与が必要と判断すれば，その旨を家裁に申出ることができることになっており（同条
第2項），検察官の申出によるケースは，資料3によると46件中の24件であった（25）。
　検察官関与の実態について，件数こそ多くはないものの少年審判に検察官が関与しており，
改正の経緯から考慮してもこの先増える可能性があることも否定しずらいが，検察官からの申
出があっても関与を否定したケースも相当数あるところがらこの先の運用の趨勢については全
く不明としかいいようがないというべきだろう。
　少年審判における検察官の関与の実態については，改正時に危惧された訴追官的な活動が行
なわれるのではないかとか（26），「証拠法則をはじめとして明確なルールのない中で検察官が立
ち会うことによって不公平な審理が行われるのではないか」，「検査官の存在そのものが少年に
萎縮的な効果を与え，審判廷での発言を萎縮させるのではないか」（27），とか多くの危惧が表明
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されていたが，これまでのところこれらの危惧が現実のものとなっているとの報告はなされて
いない。だからといって，検察官が立会うことによる上記のような弊害が発生しないという保
証は，少年法上，制度的保障を有していない現状からすればどこにもない状況にあるといわざ
るを得ない。
　そもそも，検察官が少年審判に立会えるようになった経緯から考えれば上記のような危惧は
杞憂にすぎないというべきことなのかも知れない。すなわち，非行事実の認定について，それ
が適正に行なわれるために検察官を刑事裁判の訴追官という立場でなく，「公益的立場」，いわ
ゆる公益の代表者としての活動が要請されているのである（28）。したがって，検察官が少年審判
廷に同席するのは，あくまで家裁での事実認定を適正に行うための「家裁の協力者」として位
置づけられており（29），少年法の理念を否定するようなことには繋がらないと考えるべきだか
らである。しかし，現実的に考えて，このようなことが実践され続けられるのか極めて疑わし
いといわざるを得ない思いである。
　今一度，検察官の立会いの必要性について整理しておきたい。検察官の立会は，「非行事実を
認定するための審判の手続に検察官を関与させる必要がある場合」で，具体的には，「非行事実
すなわち過去に1回限りで発生した犯罪事実の存在あるいはその態様について，証人尋問など
法律家が専門とする技術によって真実を解明する役割に期待されているもの」（30）であり，この
ような場に限って検察官の関与が認められるものと理解すべきものと思われる。
　したがって，検察官に認められた権限は，検察官関与の決定がなされた事件の場合，非行事
実の認定に資するために必要な限度で，保護事件の記録や証拠物の閲覧ができ（少年審判規則
30条の5），審判（事件を終局させる決定の告知を行う審判を含む）に出席し，審判期日外にお
ける証人尋問，鑑定，通訳，翻訳，検証，押収及び捜索の手続に立ち会うことができる（同法
30条の6第1項）。さらに，検察官は，関与決定があった事件については，証人尋問，鑑定，検
証その他の証拠調べの申出をすることができ（同法30条の7），証人，鑑定人，通訳及び翻訳人
に対して尋問することができることとなっている（同法30条の8第1項）。そのほか，検察官
は，審判の席で，裁判長の許可を得て意見を述べることができる（同法30条の10），ことになっ
ている。これら一連の検察官に認められた権限は，刑事裁判における訴追官としての権限とは
異なり「送付記録に盛り込まれた犯罪の嫌疑を擁護し貫徹するという立場ではなく，その嫌疑
を客観的・中立的に公正に判断する司法的な認定の協力者であるという地位である」（31）ことに
鑑みて，上述の意見陳述が認められている趣旨は，あくまで，非行事実の認定に資するために
必要な限度に限られていると理解しなければならない。すなわち，処遇に関する意見，「刑事処
分相当」であるとか「少年院送致相当」とかの処遇決定意見は，少年審判の対象を「非行事
実」と「要保護性」に求めている少年法の理念とは相反することとなって認めるべきではない
というべきである。処遇決定が，非行事実と要保護性を基礎としてなされる以上，要保護性の
判断は，優れてケースワーク的対応が求められているのであって，検察官の少年審判廷への出
席はあくまで非行事実の認定に関してでなければならないことを確認しておく必要があろう。
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　少年審判廷での検察官関与の実態についてみれば，改正面ここまでの問に，家裁の審判で事
実認定が激しく争われたようなケースがほとんどなく，審判廷での検察官は，発言せず，ただ
立ち会っていただけであったとの報告がなされている（32）。このことは，裏を返せば，本来検察
官関与の必要性のない事案だったものに検察官関与決定があったということを意味しているの
ではないか，検証の必要があるところと考える。
　なお，検察官関与決定のあった事案については，それとの均衡上，国選付添人の制度が導入
された。すなわち，家裁は，検察官関与決定をした場合に，少年に弁護士の付添人がついてい
なければ，弁護士の付添人を付さなければならない（少年法32条1項），ことになったが，この
国選付添人がついたのは，資料3に示された検察官関与の46件中のわずか12件にすぎなかっ
た（33）。従来からの懸案事項の一部解決として改正されたものであるが，この対象となる事件が
極めて限定されているところがら（34），数少ないものにならざるを得ないのもむべなるかなで
ある。少年事件における公的付添人制度は，国の財政的な裏付けが不可欠であるところである
が，法務省は必ずしも積極的とはいえない対応をしていることが指摘されている（35）。
　いうまでもなく，拘禁される少年に対しての援助は，現行憲法34条をはじめ，児童の権利条
約，少年司法に関する国際準則から当然のこととして要請されているところである。
　経済力の乏しい少年が，私選の弁護士を選任する財力のあろうはずもなく，少年の実態は，
親子の関係は崩れ，親自身の財力にも問題を抱えているケースが多いことを勘案すれば，家族
からの援助を期待することは極めて困難といわざるを得まい（36）。公的付添人制度の発足は，検
察官関与制度が存在している限り，早急に実現されなければならない課題であることを指摘し
ておきたい。
　検察官の関与を是認するに至った最大の動機が，山形明倫中事件や草加事件に代表される，
事実認定を巡る激しい論争であったのは疑いない（37）。これら一連の事件で明らかになったこ
と，すなわち，事実認定が2転3転した事案のすべてにいえることは，捜査の杜撰さによるも
のであったということである。捜査段階での正当かつ適正な捜査が実施されてさえいれば，い
ずれもが事実認定で苦慮するようなことは一件もなかったというべきものである。思うに，少
年法の改正が，杜撰な捜査を前提としたものであったとすれば，国民を愚弄するにも程がある
というべきである。検察官の少年審判廷への出席，裁判官の合議制の活用は，少年法の究極の
理念である，少年の健全育成とは真向から対立する制度であることを再度確認しておきたい。
4　おわりに
　改正前少年法が施行されて以来，同法の改正論議がはじまっており，少年非行の増減に比例
する形で改正論i議が展開されてきたことは周知の事実である。この長期に及ぶ一連の改正論議
に一応の決着をみたのが現行の改正少年法である。それまで続けられてきた改正論議が，全面
改正ではないにせよ一気にその重要部分に手が入れられた背景には，90年代にはいっての国民
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意識の変化，とりわけマスメディアを通しての危機意識（少年犯罪に限られるわけではない
が）の煽動による国民不安の高まりがあったことは否定できまい。
　このような流れの中でなされた改正であるが故に，内容的には少年法の基本理念と抵触する
恐れのあるものとなっており，それがまた多くの研究者から批判された点でもあった。
　本稿では，改正の重要な柱の部分，すなわち，改悪部分として批判にさらされた問題点につ
き，施行後の運用状況を検討することで改正少年法が施行された後，5年後に必要があれば見
直：すとの附則を視野に入れ，その必要性の有無についての作業を進めてきた。
　既に明らかになったように，改正前から批判にさらされ危惧されてきた部分のことが実務上
の取扱いの上で，多くないケースの上からも少年法の理念（改正されていない）に反する方
向，すなわち，福祉・教育主義の後退現象が刑事処分の増加，少年犯罪に対して刑罰で対応す
る傾向に拍車がかかることでより鮮明になってきたといえる。実務の取扱いを通して確実に少
年法の基本理念の形骸化が進行している状況にあることを指摘せざるを得ないのではないか。
　改正少年法を導入するに至った最大の動機の激増し凶悪化する少年非行の抑止力の現状をど
う捉えればいいのだろう。改正論議の当初から，心ある研究者からは，少年を厳罰に処したか
らといって効果のあるものではない，無意味であるとの理由で改正反対ののろしが上ったので
なかったのか。団藤博士をして，「もし政府がこの改正を強行すれば，それはまさしく次代に恥
じるべきr世紀の恥辱』になる」（38）とまでいわしめさせた最大の理由が，科学的検証もせず，
力によって抑圧したからといって真の少年非策とはならないとする強い学問的，科学的裏付け
があってのことである。
　筆者は先に，改正少年法施行後2年を経過した段階で，少年非行動向がどう変化したかにつ
いての小論を発表した。予測通りに，少年法改正と少年非行とが何らかの関連があるような徴
候をみつけ出すことはできなかった（39）。今またここに，2003年7月と2004年8月に起きた幼稚
園児殺害事件（長崎市），級友殺害事件（佐世保市）は，刑事未成年者による犯行であった。性
懲りもなくというべきか，権力サイドは再び厳罰化対応で臨むべく準備中である（40）。暴挙とし
かいいようがないというべきである。
　今一度，少年法の究極の目的，「少年の健全な育成」について初心に帰ってその意味するとこ
ろを把握，共有し，少年法の目的を実現すべく諸施策の実施が今ほど待ち望まれている時代は
ないのではなかろうか。
注　（1）斉藤豊治（2000年置「ここがおかしい少年法r改正』」『改正少年法を批判する』団藤重光ほか（日
　　本評論社）28頁参照。
　（2）葛野尋之（2003年）r少年司法の再構築』（日本評論社）484頁参照。
　（3）甲斐行夫他（2001年）『Q＆A改正少年法』（有斐閣）
　（4）斉藤豊治「改正少年法とその運用」犯罪と非行第139号（2004年4月号）27頁。
　（5）法務省は，少年犯罪の悪質化，低年齢化に厳しく対応するためとして，少年法改正要綱案をまと
　　めている。内容は，触法少年についても警察の調査権を認めること，少年院収容可能年齢の下限
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　　（14歳）を削除できる等，少年法の厳罰化を一段と厳しく前面に出した内容のものとなっている。朝
　日新聞’04年8月26日付朝刊。
（6）飯島泰「少年法等の一部を改正する法律の概要等」警察学論集第54巻第2号（2001年2月号）146
　頁。
（7）正木祐史「20条2項逆送について」刑法雑誌第44巻第1号（2004年8月号）11頁。
（8）酒井安行「改正少年法の現状と展望」犯罪と非行第139号（2004年4月号）37頁。
（9）守屋克彦「少年法の改正と運用上の課題」法律時報2001年4月号44頁参照。
（1①　斉藤豊治「少年法の運用に関する所見」現代刑事法第5巻第8号（2003年8月号）61頁参照。
qD　前回⑩「少年法の運用に関する所見」62頁参照，同旨前注（9）「少年法の改正と運用上の課題」同頁
　参照。
（②　前注（7）「20条2項逆送について」15～16頁。
㈹　したがって，家裁調査官は，事件の重大性やその社会的影響の大きさを応報や一般予防との見地
　から判断するのではなく，対象老の社会復帰を阻害する要因としての調査対象になると理解すべき
　ことになる。前注（4）12頁，29頁参照。
（1の　藤原正範「苦悩する少年司法から見えてくるもの」刑法雑誌第44巻第3号（2004年3月号）498頁
　参照。
（19　白取祐司「改正少年法問題への視点」刑法雑誌第43巻第3号（2004年3月号）515頁。
（1⑤　家裁への全件送致の手続は変っておらず，どの処遇方法が少年にとって最適かを特別予防的考慮
　によって家裁の裁判官が判断することになったのであり，裁判官への裁量の幅が広がったと理解す
　べきとする考えはこの例に当ろう。岩井宣子「少年事件の処分等の在り方の現状と評価」現代刑事
　法第5巻第8号（2003年8月号）35頁参照。
（m　岩佐嘉彦rr改正』少年法下における付添人の活動」刑法雑誌第43巻第3号（2004年3月号）491
　頁。
働　団藤博士は，昔に比べ，ズバ抜けた経験と才能・技量，そして何よりも情熱をもった人たちがだ
　んだん減ってきて，今では絶無に近くなってきているのでないかと嘆かれ，その原因として司法行
　政にあるのではないかと指摘されているが，法改正の前にやるべきことがきちんとなされないまま
　の改正が少年司法を歪めているといわざるを得まい。団藤重光（1999年）「少年法改正批判」『ちょっ
　と待って少年法「改正」』団藤重光ほか（日本評論社）31頁以下参照。
⑲　前船（1のrr改正』少年法下における付添人の活動」491頁参照。
⑳　拙稿「少年非行と改正少年法」人間の福祉第15号（2004年）168頁参照。
⑳　前注（8）「改正少年法の現状と展望」46頁参照。
⑳　前日（6）「少年法等の一部を改正する法律の概要等」153頁参照。
㈱　前注（1のrr改正』少年法下における付添人の活動」494頁。
⑫①　2001年4月から2003年6月までに検察官関与のあった件数34件中，全部否認12件，一部否認14件，
　否認なし8件（全司法本部少年法対策委員会調査）であったことの報告がある。中川孝博「『事実認
　定の適正化』と検察官関与システム」刑法雑誌第44巻第1号（2004年8月号）31頁。
⑳　前田（8）「改正少年法の現状と展望」47頁。
⑳　武内謙治「少年司法の現状と課題」刑法雑誌第43巻第3号（2004年3月号）474頁参照。
⑳　前注αの「『改正』少年法下における付添人の活動」490頁。
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⑳　検察官の職務が国民的利益の保護の観点から公正，中立に展開され，正に正義の実現をはかるこ
　とを任務とすべきとの理解からは少年審判での立会いがこの趣旨とどこで合致するのか疑問であ
　る。
⑳　前注⑲「少年法の運用に関する所見」63頁参照。
G①　前注（9）「少年法の改正と運用上の課題」45頁。
⑳　同上注46頁。
㈱　前注q①「少年法の運用に関する所見」63頁参照。前注⑫θ「少年司法の現状と課題」473頁参照。
㈱　最高裁判所事務総局家庭局「〔資料〕改正少年法の運用の概況」現代刑事法第5巻第8号（2003年
　8月号）30頁参照。
㊨Φ　田宮裕・広瀬健二編（2001年）『注釈少年法』（改訂版）有斐閣116～117頁参照。
㈲　前注（8）「改正少年法の現状と展望」48～49頁参照。
⑬⑤　前注（4）「改正少年法とその運用」23頁参照。
⑳　山形明倫中事件は，山形地裁は事件性の認定すらできないとしたが，仙台高裁は，平成！6年5月
　28日，7人の元生徒の全員に，共同不法行為の成立を認める判決を出しており，未だ決着がついて
　いない有様である。草加事件は，r非行事実なし」での決着がついている（東京高裁判平14年！0月29
　日・判例集未掲載）前注⑳rr事実認定の適正化』と検察官関与システム」38頁参照。
㈹　前注⑱「少年法改正批判」36頁。
㈲　前注⑫①「少年非行と改正少年法」165頁以下参照。
㈲　前注（5）朝日新聞’04年8月26日付記事。
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